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衆議院決算行政監視委員会ニュース 

平成 29.5.10 第 193回国会第５号 

 

5月 10日（水）、第５回の委員会が開かれました。 

 

１ ①平成 26年度一般会計歳入歳出決算 

   平成 26年度特別会計歳入歳出決算 

平成 26年度国税収納金整理資金受払計算書 

平成 26年度政府関係機関決算書 

  ②平成 26年度国有財産増減及び現在額総計算書 

  ③平成 26年度国有財産無償貸付状況総計算書 

  ④平成 27年度一般会計歳入歳出決算 

   平成 27年度特別会計歳入歳出決算 

平成 27年度国税収納金整理資金受払計算書 

平成 27年度政府関係機関決算書  

    ⑤平成 27年度国有財産増減及び現在額総計算書 

  ⑥平成 27年度国有財産無償貸付状況総計算書 

  ⑦昭和 19年度朝鮮総督府特別会計等歳入歳出決算及び昭和 20年度朝鮮総督府特別会計等歳入歳出決算 

・全般的審査を行い、麻生国務大臣（金融担当)、金田法務大臣、松野文部科学大臣、稲田防衛大臣、吉野復興大臣、

山本国務大臣（地方創生担当）、岸外務副大臣、松村経済産業副大臣及び政府参考人に対し質疑を行いました。 

 

（全般的審査） 

（質疑者及び主な質疑内容）

赤 枝 恒 雄君（自民） 

・産婦人科医の地域偏在の改善のため、医師の初期研修の

必修に産婦人科を戻すべきと考えるが、政府の決意を伺

いたい。 

・医療経済実態調査（平成 27年 11月報告）では産婦人科

の収支が医療全科の中で最下位である。産婦人科医にな

る医師が減少する原因が明らかとなる重大な統計である

と考えるが、政府の認識を伺いたい。 

・帝王切開は突発性が高く迅速性を要求される大手術であ

るにもかかわらず、乳房切除術と同じ診療報酬点数では

産婦人科医のモチベーションが上がらないと考える。帝

王切開の点数を上げるべきではないか。 

 

石 関 貴 史君（民進） 

・過去の委員会質疑で学校法人森友学園への国有地売却に

係る打合せの録音データの真偽に関する質疑がなされた

際に答弁を差し控えた理由、また、その後になって真偽

を確認することができた理由について伺いたい。 

・掘り出した廃棄物を同じ敷地内に埋め戻す行為が法令違

反となる可能性について伺いたい。 

 

 

青 柳 陽一郎君（民進） 

・政府の地震調査研究推進本部が全国地震動予測地図を公

表した意図と期待される防災効果を伺いたい。また、地

震動予測に基づいて政府が実施している災害対策の内容

を伺いたい。 

・被災地支援について、ＮＰＯ、地方公共団体及び国の連

携を強化するとともに、被災地支援における高い能力と

実績を有する民間団体の参加を促進するべきではないか。 

・国家戦略特区における外国専門人材活用のため、在留資

格の範囲拡大を認めるべきではないか。また、不足して

いる高度ＩＴ人材を海外で育成し、我が国の労働力と

なってもらうための支援を政府に実施していただきたい。 

 

木 内 孝 胤君（民進） 

・東芝が半導体メモリ事業を分社化した「東芝メモリ」の

売却に関し、産業革新機構が買い手候補として浮上して

いる。産業革新機構は「オープンイノベーション」の考

えに基づき投資を行うとされているが、「東芝メモリ」

買収は「オープンイノベーション」に該当するのか。 

・「東芝メモリ」を海外の企業が買収する場合に、外国為

替及び外国貿易法第 27 条による対内直接投資等の届出

がなされた際には、政府は「国の安全等に係る対内直接
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本ニュースは、速報性を重視した概要版として事務局において作成しているものです。 

詳細な内容については会議録を御参照ください。 

投資等」に該当する可能性があるとして審査の対象とす

るのか。 

・例えば霞が関官庁街の容積率を緩和し再開発を行うこと

で、更に国有財産を有効活用できると考えるが、財務省

の見解を伺いたい。 

 

宮 本   徹君（共産） 

・自衛隊による米艦防護において、自衛隊法第 95 条に基

づく武器使用の「５要件」を米軍も守ることをどのよう

な形で担保しているのか。 

・米艦防護に関する情報を提供しなければ、不測の事態の

発生について、国民は発生後にしか知ることができない

と考えるが、政府の見解を伺いたい。 

・スノーデン元米ＣＩＡ職員による文書において、米国が

日本政府を盗聴活動の対象としていたとの報道について、

政府として抗議すべきではないか。 

 

松 浪 健 太君（維新） 

・防衛省は、米国における戦闘ヘリコプターＡＨ－64Ｅ

（ブロックⅢ）の開発状況を平成 16 年には認識してい

たにもかかわらず、平成 20 年度のＡＨ－64Ｄ（ブロッ

クⅡ）の調達打切り決定まで時間を要した理由は何か。

また、この件について、米国国防総省やボーイング社か

らの情報収集や富士重工業（当時）との協議を行ってい

たのか。 

・ＡＨ－64Ｄを旧式のＡＨ－１Ｓで代替するとのことだが、

能力・特性の異なる機体で代替可能と言えるのか。また、

両機を併用することのデメリットは何か。 

 


